
　２　普通会計歳入歳出決算の状況

第10表　歳入決算の状況（普通会計）
（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

市　　　　　税 24,007,297 28.4% 24,063,978 27.5% △56,681 △0.2%

地 方 譲 与 税 565,068 0.7% 501,885 0.6% 63,183 12.6%

利 子 割 交 付 金 32,219 0.0% 39,367 0.0% △7,148 △18.2%

配 当 割 交 付 金 128,249 0.2% 85,663 0.1% 42,586 49.7%

株式等譲渡所得割交付金 149,106 0.2% 96,795 0.1% 52,311 54.0%

法人事業税交付金 338,023 0.4% 183,556 0.2% 154,467 84.2%

地方消費税交付金 3,792,762 4.5% 3,495,237 4.0% 297,525 8.5%

ゴルフ場利用税交付金 17,344 0.0% 16,588 0.0% 756 4.6%

環境性能割交付金 38,851 0.0% 41,853 0.0% △3,002 △7.2%

地方特例交付金 405,813 0.5% 145,267 0.2% 260,546 179.4%

地 方 交 付 税 10,294,367 12.2% 8,853,071 10.1% 1,441,296 16.3%

交通安全対策特別交付金 17,806 0.0% 18,967 0.0% △1,161 △6.1%

分担金及び負担金 603,377 0.7% 509,792 0.6% 93,585 18.4%

使用料及び手数料 1,498,848 1.8% 1,498,048 1.8% 800 0.1%

国 庫 支 出 金 19,068,152 22.6% 30,797,457 35.2% △11,729,305 △38.1%

県  支  出  金 5,143,742 6.1% 5,008,077 5.7% 135,665 2.7%

財  産  収  入 906,609 1.1% 180,119 0.2% 726,490 403.3%

寄    附　　金 199,395 0.2% 137,678 0.2% 61,717 44.8%

繰    入    金 4,232,306 5.0% 2,478,163 2.8% 1,754,143 70.8%

繰    越    金 2,225,929 2.6% 1,968,240 2.2% 257,689 13.1%

諸    収    入 1,526,963 1.8% 1,622,947 1.9% △95,984 △5.9%

市          債 9,335,500 11.0% 5,758,200 6.6% 3,577,300 62.1%

計 84,527,726 100.0% 87,500,948 100.0% △2,973,222 △3.4%

増 減 率歳  入  科  目
令 和  ３  年  度 令 和  ２  年  度

増 減 額

令和３年度の普通会計歳入決算の状況は、第10表のとおりで、それぞれの歳入科目の増減の

内容は、一般会計とほぼ同様です。

性質別歳出決算の状況は、第11表のとおりで、義務的経費では、人件費が、職員給や退職手当

の減等により前年度に比べ１．１％の減少、扶助費が、子育て世帯臨時特別給付金の増や住民税

非課税世帯等臨時特別給付金の皆増等により２２．０％の増加、公債費が６．３％の増加となり、全

体で１２．７％の増加となっています。

投資的経費については、災害復旧事業費が減少したものの、普通建設事業費の補助事業費が

ごみ処理施設基幹的設備改良事業費の増等により７９．１％増加し、単独事業費は本庁舎建設事

業費の増等により７２．７％増加したことから、全体で７３．６％の増加となっています。

また、その他の経費については、積立金が、財政調整基金や減債基金の積立金の増等により

２０３．２％増加したものの、補助費等が、特別定額給付金や中小企業等持続化支援金の皆減等

により６８．５％の減少、繰出金が、宇部阿知須公共下水道組合負担金の皆減等により５．３％の減

少となったことから、全体で２９．７％の減少となっています。

なお、歳出性質別の構成比の推移は第３図のとおりです。
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第11表　性質別歳出決算の状況（普通会計） （単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

１人件費 9,401,807 11.5% 9,503,024 11.1% △101,217 △1.1%

２扶助費 22,424,396 27.4% 18,378,744 21.6% 4,045,652 22.0%

３公債費 6,427,251 7.8% 6,048,556 7.1% 378,695 6.3%

小計（義務的経費） 38,253,454 46.7% 33,930,324 39.8% 4,323,130 12.7%

４普通建設事業費 12,599,130 15.3% 7,195,182 8.4% 5,403,948 75.1%

 (1)補助 4,869,603 5.9% 2,718,396 3.2% 2,151,207 79.1%

 (2)単独 7,729,527 9.4% 4,476,786 5.2% 3,252,741 72.7%

５災害復旧事業費 43,875 0.1% 87,170 0.1% △43,295 △49.7%

小計(投資的経費） 12,643,005 15.4% 7,282,352 8.5% 5,360,653 73.6%

６物件費 9,304,951 11.4% 8,651,409 10.1% 653,542 7.6%

７維持補修費 625,875 0.8% 641,939 0.8% △16,064 △2.5%

８補助費等 7,680,553 9.4% 24,395,357 28.6% △16,714,804 △68.5%

９積立金 5,232,013 6.4% 1,725,679 2.0% 3,506,334 203.2%

10投資及び出資金 1,500 0.0% △1,500 皆減

11貸付金 624,603 0.7% 720,966 0.9% △96,363 △13.4%

12繰出金 7,504,014 9.2% 7,925,493 9.3% △421,479 △5.3%

小計（その他の経費） 30,972,009 37.9% 44,062,343 51.7% △13,090,334 △29.7%

計 81,868,468 100.0% 85,275,019 100.0% △3,406,551 △4.0%

第３図　歳出性質別の構成比（普通会計）
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